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Ⅰ．問題の所在

わが国における会計制度改革は，もともとは証券市場の規制緩和という大号令の下に，フ

リー・フェアー・グローバルな市場のためのインフラ整備の一環として開示制度の充実を目指し

ていたものの，その方向性は必ずしも一貫していたわけでもなければ，これからの方途も未だ明

確になっているとは言い難い。この会計制度の改革に際しては，当初は一方ではいわば国際的な

横並びを強く意識せざるを得ない状況にあったことは紛れもない事実であったにもかかわらず，

他方では国内事情をも勘案したいという会計基準設定当事者の基本姿勢を見出すことができた。

このような事情は，皮肉なことにいわばローカル基準としての自国の会計基準が整備されていれ

ばいるほどに直面することになる厄介な問題といえるであろう１。今や，従前の国際会計基準

（IAS）を含めて国際財務報告基準（以下 IFRSと表記）を適用する国は数字の上では１００カ国を

超えるようになってきており，これらの多数派が主流であるとするならば，わが国と米国がその

ような会計基準適用という国際的な潮流には取り残されている立場に置かれているといわざるを

得ない。

しかし，主流が必ずしも正しい道を歩んでいるとは限らない。しかも，一連の会計制度改革に

おいて，とりわけ国際的なレベルでの会計基準の調整・統一化に際して，「概念の同一性」が大

きな問題となることが看過されてはならないであろう。このことは，一般化されたレベルでは，
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会計基準に関連する「ある概念」が当該会計基準の導入されたすべての国において果たして本当

に「同一の概念」として理解され得るのか否かという疑問につながることとなる。このことは，

一国においてさえ，国内の会計基準の「ある一つの概念」が別の会計基準なり会計法規の中で表

記上は同じ概念のはずであるにもかかわらず，当該会計基準または当該会計法規の体系の中での

解釈によっては全く同一の概念とは言えないような状況になることがあり，このことは例えばド

イツにおける会計関連法規の改正の際に採用された「条項法」という方式が用いられた理由が同

一概念を基準・法規によってそれぞれが解釈することの愚を回避することにあったことからも容

易に推測できるであろう。ましてや，国と国との間には言語の問題も含めて「同一概念」の「同

一解釈」が果たして本当に可能なのかという疑問が生まれることは必定と言える。

そこで，本稿ではその一つの具体的な事例として「キャッシュ・フロー計算書」に着目して，

この「キャッシュ・フロー計算書」という概念あるいは「キャッシュ」という概念に焦点をあて

て，さらにはキャッシュを包含する概念である「資金」概念をも視野に入れて，この問題につい

て考えてみることとする。

Ⅱ．統一概念としてのキャッシュ・フロー計算書と多様な Kapitalflussrechnung

わが国においても最早はるか昔の出来事ともいえるほどにその導入から時間が経過している

が，改めて確認してみると２０００年３月よりかつての証券取引法の規定の下に「連結財務諸表規

則」によって連結キャッシュ・フロー計算書が主要な年次決算書の一つとして貸借対照表・損益

計算書と同等に位置付けられ，既にその作成が義務付けられている。このことは同法が２００７年

９月より金融商品取引法と改名された後も今日に至るまで変わってはいない。つまり，この連結

キャッシュ・フロー計算書の作成義務が，現行の金融商品取引法においても受け継がれているの

である。このような「キャッシュ・フロー計算書の年次決算書化」は，２０世紀末以降の国際的

な会計制度の変革という潮流，あるいは国際的な会計制度の調和化という時代の流れに即した一

つの現象であり，この意味では会計のグローバル化という動向への対応と捉えることもできるで

あろう。しかもその背景には，外国人投資家の情報ニーズとしてキャッシュ・フロー情報が求め

られるようになっていた時期であったということも，その導入を促進する要因となったことは推

察するに難くない。

しかし，今でこそキャッシュ・フロー計算書という名の下に，表面上は統一化されているよう

に見えるものの，現在のそのような名称の計算書に至るまでの過程は，それぞれの国あるいは会

計基準の設定機関において決して軌を一にしていたわけではない。したがって，当然のことなが

らそれを支える理論にも多種多様なものが存在していた筈であり，実際に存在しているのであ

る。このような類似の計算書が多数存在しているという事実は，何を物語っているのであろう

か。少なくとも単一の，統一化された，誰もが認めるような計算書もこれを支える理論もまだ広

く認識されるような水準にはないということは明らかであろう。
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周知のように，わが国において当初は有価証券報告書における補足情報として「資金繰り表」

の作成が要請されていたものの，その後これに代えて「資金収支表」の作成が同様に補足情報と

して要請されるようになり，更にまたこれに代えて連結会計制度改革の一環として冒頭に述べた

ように「（連結）キャッシュ・フロー計算書」の作成が義務付けられたのである。これに対し

て，たとえば米国においては，大まかに言えば「財務状態変動表」から現行の「キャッシュ・フ

ロー計算書」へと移行したといえるであろう。また，２００５年より EU域内の上場企業に対して

原則として強制適用されてきている国際会計基準（２００１年４月に IASCが IASBに改組・改称さ

れてからは，当該審議会の作成・公表する会計基準は IFRSと呼称されてきているので，本稿で

も総称としては IFRSを用い，旧国際会計基準委員会が作成・公表した個々の会計基準について

は従来の呼称である「国際会計基準」を用いることとする）の第７号にあっては，もともとは

「財務状態変動表」の作成が要請されていたにもかかわらず，改定第７号ではやはり「キャッ

シュ・フロー計算書」の作成が要請されるようになってきている。

このような変化は，単に名称の変更に留まるわけではないことはいうまでもない。一般的に

は，名称が異なれば，実体も異なると考える方がより合理的であるといえるであろう。とすれ

ば，もともと異なる名称の計算書―当然その目的も異なっていたと考えられる―が，最終的に全

く同じ名称の計算書に収斂したことは，調和化の一つの理想的な姿とみることもできるかもしれ

ないが，何とも不思議な現象といえる２。つまり，これまで各種の呼び方があり，その内容も異

なっていたものが，時を同じくして国際的には「キャッシュ・フロー計算書」という概念に統一

化されたのである。正に統一化のお手本のような現象が観察されたことは驚き以外の何物でもな

い。ここに至って，この統一概念である「キャッシュ・フロー計算書」について，グローバルな

レベルにおける同一概念の同一解釈が本当に成立しているのかという疑問が浮かぶことはいわば

自然の成り行きといえるであろう。

このキャッシュ・フロー計算書は，英語圏では cash flow statementと表記されるが，ドイツ

語圏では Kapitalflussrechnung３（以下においても，本論文中では訳語など原語以外の用語を使用

することによる先入観を排除するために，敢えて常に原語表記のまま示すこととする）と示され

ている。ドイツのある企業が公表した年次報告書のドイツ語版と英語版とを比較してみても，こ

のような言語による名称表記上の相違は見られるものの，少なくとも同一の企業に関してはその

記載内容が全く同一であることには議論の余地はない。しかし，個々の企業のレベルにおいてそ

うであるからといって，これを一般化して，キャッシュ・フロー計算書と cash flow statement

と Kapitalflussrechnungとは日本・英語圏・ドイツ語圏のすべての企業について全く同一のもの

であると断定できるかというと，必ずしもそうとはいえないのである。しかも，ドイツ企業につ

いては，Kapitalflussrechnungという名称であっても，その実体は必ずしも一義的ではなかった

のである。つまり，名称が同一であってもその実体は異なっているという現象が少なくとも

２００５年当時の強制適用の前後の時期には見出されるのである４。これは，キャッシュ・フロー計
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算書と cash flow statementと Kapitalflussrechnungと呼ばれるそれぞれの計算書の実体にかかわ

る極めて本質的な問題といえるであろう。

そこで，そもそも企業本来の，より厳密に旧来の表現に換言すれば「正規の商人生来の」情報

ニーズに応えるために作成される筈の Kapitalflussrechnungとは何かという問題についての検討

もさることながら，ドイツ企業に見られる Kapitalflussrechnungの多様性の原因がドイツ商法上

の決算，IAS・IFRSによる決算，US-GAAPによる決算といういわば決算の拠り所なる会計基準

の相違にあることに着意すれば，この問題は，単にドイツというひとつの国の問題にはとどまら

ず，むしろ国際的なレベルでの問題として理解されるべき性質のものであることは容易に理解さ

れ得るであろう。ドイツでは，２００５年以降の EU域内の上場企業に対する「連結決算への国際

会計基準の強制適用」に至るまでは，たまたまドイツ商法による決算（これをすべての国に当て

嵌まるように一般化すれば「国内法による決算」ということができる）と IAS（当時）による決

算と US-GAAPによる決算という３種類の決算が企業決算実務において混在していたことから，

本来は地球規模の国際的なレベルでの問題がドイツ一国の中に凝縮されていたのである５。要す

るに，国際的なレベルでは，表現上は邦語でいうところの「キャッシュ・フロー計算書」という

名称の計算書に統一されたからといって，この計算書の作成を要請する会計基準自体が完全に統

一されたわけではないので，この問題は会計のフレームワークそのものに関わる問題ともいえる

のである。ここでは少なくとも，そのような名称の統一化によって実質的にも全く同一のキャッ

シュ・フロー計算書が作成されることになったわけではなかったという事実が少なくとも強制適

用当時のドイツ国内の企業には見出されるということが看過されてはならないのである。最終的

な到達点が IFRSにおいて規定されているキャッシュ・フロー計算書であるとしても，そしてそ

のことの是非はここでは不問にするとしても，いわば「入れ物」と「中身」との対応が個々の企

業間はもちろん国家間においてもグローバルなレベルで完全に一致することによって，はじめて

完全に統一されたといえるとすれば，強制適用当時ではまだその道半ばであったといわざるを得

ない。つまり，その時点では「同一概念」の「同一解釈」ということがドイツ一国においてさえ

実現していなかったということが指摘できるのである。

このように Kapitalflussrechnungの多様性という事実が国際的なレベルでの会計基準あるいは

会計制度の基本問題に関わっているとすれば，個々の国々におけるキャッシュ・フロー計算書そ

のものの実体を正しく把握しておく必要があるといえよう。そこで，ここでは先ず以って，ドイ

ツ企業に見られる Kapitalflussrechnungの実体を正しく把握しておくことから着手しなければな

るまい。このことは，わが国も含めて他の国々のキャッシュ・フロー計算書の意味を考える際の

参考になると考えられる。

そこで，まずドイツにおける現行の Kapitalflussrechnungに至るまでのプロセスに焦点をあて

て，その発展がどのような変遷を辿ってきたのかを明らかにすることが「同一概念」の「同一解

釈」を妨げている原因の解明にとっては不可欠といえるであろう。とはいえ，ドイツにおける
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Kapitalflussrechnungについての法規定は比較的最近になって明文化されたに過ぎず，それ以前

のそのような計算書あるいはこれに類似する計算書については企業の年次報告書における自主的

な開示例あるいはドイツ資金計算書の理論にその淵源を求める他に途はない。したがって，ここ

では専らドイツにおける Kapitalflussrechnungの系譜を現行のキャッシュ・フロー計算書の多様

性と関連付けて辿ってみなければなるまい。そして，その発展プロセスにおいて Kapital-

flussrechnungが会計上どのような資金情報を提供する役割を果たしてきたのかを解明すること

が本稿の課題に他ならない。

Ⅲ．現行ドイツ会計規定における Kapitalflussrechnung概念

ここでは，まずドイツの会計規定における Kapitalflussrechnungという概念に着目し，これに

関する規定の検討を通じて，ドイツにおける Kapitalflussrechnung概念をめぐる規定の変遷を跡

付けてみなければなるまい。

ドイツ会計規定において Kapitalflussrechnungという概念の明文化は，ドイツ企業のコーポ

レート・ガバナンスの強化を目的とする一連の法改正に伴って実現した。つまり，１９９８年１２月

３１日以降に開始される事業年度より KonTraG（Gesetz zur Kontrolle und Transparenz im Un-

ternehmensbereich：企業領域の管理と透明性のための法律）が適用されたことに伴い，ドイツ

商法第２９７条第１項が改正され，Kapitalflussrechnungという概念が法規定に初めて明記された

のである。

この第２９７条第１項は，連結決算書の内容を定めた条項であり，その第１文には「連結決算書

は，一体を成す連結貸借対照表，連結損益計算書および連結付属説明書によって構成される」こ

とが明文化されている。この条文は，１９８５年の BiRiLiG（Bilanzrichtlinien Gesetz：ドイツ会計

指令法）の制定に伴って商法に組み込まれた規定であり，その当時にはこれだけが第１項の規定

を形成していたに過ぎない。したがって，１９８５年の時点では Kapitalflussrechnungという概念

は，同条項には未だ見出されなかった。

その後，上述のような法改正に伴って，１９９８年にはこの第２９７条第１項に第２文が新たに付

け加えられることになったのである。その第２文によれば，「上場親企業の法律上の代理人は，

連結付属説明書に Kapitalflussrechnungとセグメント報告を付け加えなければならない」ことが

定められており，ここに至って，漸く Kapitalflussrechnungという概念はドイツ商法上（した

がって，ドイツ会計規定上）明文化されたといえる。Kapitalflussrechnungが年次決算書の中で

どのように位置づけられているのかによって，その役割・機能は当然異なってくるはずである。

この時点のドイツ商法における Kapitalflussrechnungの位置付けはあくまでも付属説明書の一要

素であり，これが当時のドイツ商法における決算書の枠組みといえる。

そしてその後の改正を経て，更には２００９年５月２９日に発効した BilMoG（Bilanzrechts-mod-

ernisierungsgesetz：ドイツ会計現代化法）においても同様の規定が受け継がれたことによっ
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て，Kapitalflussrechnungが年次決算書の構成要素であることが従前に比べてより一層強調され

ることになったのである。その結果として，現行のドイツ商法第２９７条第１項第１・２文では次

のように定められている。「連結決算書は，連結貸借対照表，連結損益計算書，連結付属説明

書，キャッシュ・フロー計算書および株主持分変動計算書によって構成される。連結決算書は，

セグメント報告を含めることもできる。」

ここにいう Kapitalflussrechnungは，当該条項によれば連結決算書の構成要素であることが従

来の規定に比べて極めて明確に示されていることから，連結の Kapitalflussrechnungを意味して

いることは明らかである。しかも，この改正後の規定と改正前の規定とを比べてみれば明らかな

ように，この Kapitalflussrechnungは，改正前ではセグメント報告と同等に扱われており，連結

付属説明書の内容の一部を形成するような位置付けになっていたのに対して，新規定では明確に

貸借対照表・損益計算書と同列に扱われていることが看過されてはならない。つまり，一連のド

イツ会計規定の改正を通じて Kapitalflussrechnungの地位は，明らかに変化しているのである。

このことは，連結決算書の構成要素ではあるものの，連結付属説明書に含まれているので，貸借

対照表・損益計算書と同格に位置付けられているわけではないという従来のような「付属的な」

位置付けから，上述のような「主要書類と同格」という最上位の立場へとその地位を高めたこと

を意味しており，新規定の下では Kapitalflussrechnungは紛れもなく主要な決算書類の一つとみ

なされるようになっているのである。

また，第２９７条第１項が連結決算書に関する規定であることから，必ずしもすべての企業に対

して Kapitalflussrechnungの作成が法規定上要請されているわけではなく，この規定の適用対象

が上場親企業に限定されていることは明らかであろう。他方，従来の商法会計規定においては

個々の資本会社の個別決算書には，貸借対照表および損益計算書に加えて付属説明書が組み込ま

れなければならない（第２６４条第１項第１文）ことが定められていたものの，規定上はこの付属

説明書には Kapitalflussrechnung―この場合には当然，個別企業単体の Kapitalflussrechnungであ

ることはいうまでもない―は含まれていなかった。もちろん，個別決算書と並んで状況報告書の

作成も義務付けられていた（第２６４条第１項第１文）が，そこにも Kapitalflussrechnungという

概念は見出されなかった。しかし，ドイツ会計現代化法の発効後の商法会計規定６においては，

第２６４条第１項第２文により「連結決算書の作成義務のない，資本市場志向の資本会社は，貸借

対照表，損益計算書および付属説明書によって一体化となっている年次決算書にキャッシュ・フ

ロー計算書と株主持分変動計算書を含めなければならない」と定められており，同項第３文では

「セグメント報告を年次決算書に含めることもできる」と定められている。また，小規模会社７

については，第２６７条第１項において「付属説明書を作成する必要はない」旨の定めが見出され

ることから，キャッシュ・フロー計算書の作成については明確な規定は見出されないものの，

キャッシュ・フロー計算書が付属説明書の構成要素であると考えられるとすれば，この計算書の

作成は義務付けられていないと考えるべきであろう。したがって，小規模会社については，同条
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項の解釈によればキャッシュ・フロー計算書の作成義務はなく，その作成は企業の自発性に委ね

られていると考えられる。

このように，現行ドイツ商法会計規定においては，企業規模による作成要請の強度に程度の差

があるものの，連結決算書に関する規定のみならず，個別決算書である年次決算書に関する規定

にも Kapitalflussrechnungという概念が用いられるようになってきている。とはいえ，これらの

条項は単に Kapitalflussrechnungの作成義務に関する規定に過ぎない。

これに対して，Kapitalflussrechnungの内容に関する詳細な規定は，現行ドイツ商法それ自体

には見出されない。それらの規定は，本章冒頭に挙げた法改正によって新たに現行ドイツ会計指

令法に盛り込まれることになった第３４２条８にもとづいて設置されたプライベート・セクターと

してのドイツ会計基準委員会（Deutsches Rechnungslegungs Standards Committee e.V.：DRSC

と略称されている）によって設定された各種の会計基準の一つである「ドイツ会計基準第２号

（以下，第２号基準という）：Kapitalflussrechnung」９に見出される。

この第２号基準も含めて，ドイツ会計基準委員会によって設定された会計基準とドイツ商法と

の関連については既に別の機会に論及している１０ので，ここでの詳論は不要であろう。そこでの

論旨を踏まえた上で，連結会計に関する基準に限っては，特にドイツ商法とこの第２号基準との

関係が要するに前者を後者が補完するという関係にあることのみをここに明らかにしておけば，

それで十分であろう。このような両者の関係を基礎にすれば，ドイツ商法会計の枠組みの中にお

ける Kapitalflussrechnungについての詳細な規定は，この第２号規定に見出されると考えられる

のである。

しかし，この第２号規定自体の詳細な分析は，別の機会に譲ることにして，ここで注意すべき

はこのような規定の存在にもかかわらずドイツにおける Kapitalflussrechnungが必ずしも一様で

はないということである。このような不思議な現象が生じる原因としては，本章冒頭に挙げた法

改正と並ぶもうひとつの法改正による KapAEG（Kapitalaufnahmeerleichterungsgesetz：資本調

達容易化法）が制定されたことによって，国際会計基準あるいは US-GAAPに従った連結決算書

がドイツ国内用の連結決算報告書の代用として看做され得ることになったという事実が指摘され

るであろう。この KapAEGは，前述の KonTraGと同じ１９９８年に公布されているので，その時

点が多様な Kapitalflussrechnungが作成されるという不思議な現象の一つの契機となっているこ

とは明らかであろう。その法制化以降は Kapitalflussrechnungに関する規定としてドイツ国内に

おいては，ドイツ商法系統の会計基準のみならず，IFRSおよび US-GAAPの選択適用も可能な

状態になっていたということである。Kapitalflussrechnungの作成実務に対して，このことが強

く影響を及ぼしている筈であることが容易に推察され得る。つまり，その当時においては本来の

ドイツ商法系統の会計基準に準拠した連結決算書の中に位置付けられる Kapitalflussrechnungの

他にも，IFRSに準拠した連結決算書の中に位置付けられる Kapitalflussrechnungあるいは US-

GAAPに準拠した連結決算書の中に位置付けられる Kapitalflussrechnungが一国の会計報告の中
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で正に混在するような状況が生じることとなったのである。

Ⅳ．現行ドイツ企業会計における Kapitalflussrechnungの類型化

周知のように２００５年からは EU域内上場企業の連結決算書の作成にあたっては IFRSの適用

が原則として義務付けられているので，この年度を境にしてそれ以後の年度における連結決算書

の作成がそれ以前の年度までの連結決算書の作成とは様相が異なることは，その前後の年度の連

結決算書を比較すれば明らかとなる１１。しかし，EU域内上場企業であっても，２００５年度の事業

年度開始時点まで US-GAAPを採用してきていた企業には移行のために２年間の猶予期間が与え

られており，しかもドイツにおける２００５年問題に関わる一連の法改正によれば，すべてのドイ

ツ上場企業が必ずしも IFRSを画一的には採用しないことが事前に十分に予想されていた。そし

て，実際にその予想通りの展開となっているのである。したがって，ドイツ上場企業の連結決算

に際して採用される会計基準の適用割合に明らかな変化は見られた（つまり，これまで国内法で

あるドイツ商法に準拠して作成していた企業も連結決算については IFRSへと移行を余儀なくさ

れ，単独決算については任意に IFRSを適用した）ものの，現実には連結決算書の作成を義務付

けられている上場企業が連結決算書の作成において完全に足並みを揃えて一斉に IFRSの全面採

用に踏み切ったわけではないのである。とはいえ，この問題は，Kapitalflussrechnungに限った

ことではなく，連結決算書作成実務の全体にあてはまることであり，このことは，実際のドイツ

企業の決算報告における当時の作成動向を分析することによって容易に明らかとなる筈である。

少なくともここでは決算報告全体を考察の対象としてその動向を分析する必要はなく，ただ

Kapitalflussrechnungのみを考察対象として，IFRSへの移行直前の時点において実際に観察され

た Kapitalflussrechnungの多様性という現象がその様相を変化させながらも今もなお継続してい

るのか否かということが明らかとなれば，本稿の目的は十分に達成されたと考えられるのであ

る。そこで，ここではドイツ本来の Kapitalflussrechnungの構造を見極めるためにも，ドイツの

主要な企業について２００５年前後の数年間の年次報告書にみられる Kapitalflussrechnungの計算

構造を分析することによって，どのように類型化されるのかを考えてみなければなるまい。

そこで，手元にあるドイツ企業の事業報告書１２の中から標準的な Kapitalflussrechnungとこれ

とは何かしら相違する部分のある Kapitalflussrechnungとを比較してみると，次のようないくつ

かの特徴が見出される。

まず作成の基準となった会計基準として，ドイツ商法，IASおよび US-GAAPに加えて

METRO（１９９８年）では次章において考察対象となるドイツ経済監査人協会の専門委員会が公

表・推奨した計算書に則して作成されている１３。また，例えば Deutsche Telecom（１９９７・１９９８

年）のように１４，連結決算書の作成基準は US-GAAPでありながら，Kapitalflussrechnungの作成

基準は IASというような連結決算書の作成基準と Kapitalflussrechnungの作成基準とが一致して

いない事例が見出される。

288 商 経 論 叢 第 50 巻第２号（２０１５．３）



次に，Kapitalflussrechnungという名称が必ずしも統一的に使用されているわけではなく，中

には Finanzierungsrechnungという名称も散見される１５。他方，決算書の中に組み込まれている

のか否かという Kapitalflussrechnungの事業報告書における位置付けについては，BMW（１９９８

年）では HGBに準拠して作成された Kapitalflussrechnungは付属説明書に含まれていたもの

の，BMW（２００２年）では IASに準拠して作成された Kapitalflussrechnungが決算書の一部とし

て位置付けられている１６。この位置付けの相違は特に貸借対照表および損益計算書と対等の位置

付けになっているのか，あるいは対等ではないような位置付けになっているのかということに関

わる重要な視点といえる。

最後に，Kapitalflussrechnungの実体を考察する上で重要な手がかりとなる計算書の構造につ

いて，その概観を得るために計算書における一連の計算の出発点となる項目と終着点となる項目

がいかなるものであるのかということに焦点を当ててみると，統一的な項目名ではなく，多種多

様な項目名が見出される１７ものの，計算の出発点となる項目の実体は同一と看做され得るのであ

る。ただ，前述のMETROのみが手元にある唯一の例外として，通常の計算の始点が年次利益

であるにもかかわらず，売上総利益となっている１８ことから，他とは全く異なる計算構造を持っ

ていることが注目に値すると同時に，ここではそのような事例の存在を指摘しておけば十分であ

ろう。他方，計算の終着点となる項目の表記もまた多種多様ではある１９ものの，そして終着点と

なる項目の指示範囲の広狭については必ずしも統一されているわけではないとしても，少なくと

もドイツ商法を基準とすればおおよそ当座資産あるいは IAS及び US-GAAPの下での現金・現金

同等物を想定していると考えられる。

以上のような特徴を持つ各種 Kapitalflussrechnungの存在が Kapitalflussrechnungの多様性に

拍車をかけているといえるであろう。更に，もう一つ別の視点，つまり継続性という視点から，

あるひとつの特定の企業についても時系列で比較してみると同一の計算構造を継続して採用して

いるわけではないことによって多様性は更に増幅されているといえる。

この典型例が VEBA（現在の E. ON）社の１９９８年と１９９９年の Kapitalflussrechnungに見出さ

れる。同社の１９９８年と１９９９年の各年次報告書における一般的な会計方針によれば，同社の連結

決算書は商法及び株式法の規定に従って作成されているものの，同社の連結決算書の国際化とい

う潮流において１９９５年１月１日以降はその作成・評価に際しては決算日時点の US-GAAPがド

イツ商法の許容する限りにおいて考慮されている。したがって，同社の連結決算書はドイツ商法

を基礎にしているとはいえ，その実態は US-GAAP色の強い内容になっているといえる。もちろ

ん，これはドイツ商法の許容する範囲にとどまっていることはいうまでもない。しかし，一般に

同社の決算書はドイツ商法準拠とはみなされず，その実質により US-GAAP準拠とみなされてい

るのである２０。このことは，１９９８年および１９９９年の両方にもあてはまるはずである。

このような一つの例にとどまらず，実際の決算実務については，既述のように，少なくとも

２００４年以前にはドイツ企業に対して，連結決算書の作成にあたって法律上は３つの可能性が選
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択肢として容認されていたのである。

つまり，第一の選択肢は，国際的な会計基準に従って連結決算書（これを免責連結決算書とい

う）を作成し，これを国内における財務報告にも利用することである。ここにいう国際的な会計

基準とは IFRSと US-GAAPとを含意していることはいうまでもない。したがって，この場合に

は，厳密には更に２つの可能性が選択肢として認められていることになる。つまり，国際的な会

計基準として IFRSを用いるのか，あるいは US-GAAPを用いるのかということである。もちろ

ん，この場合に作成される年次決算書は，一組のみである。

第二の選択肢は，国内法であるドイツ商法（およびこれに関連する会計法規）に従って連結決

算書を作成すると同時に自発的に国際的な会計基準に従ってもう一組の連結決算書を作成するこ

とである。この場合にも，第一の選択肢と同様に，厳密には国際的な会計基準として IFRSを用

いるのか，あるいは US-GAAPを用いるのかという更に２つの可能性が選択肢として認められて

いることになる。もちろん，この場合には作成される年次決算書は，二組となる。

第三の選択肢は，多くの企業に見られる方法ではあるが，国内法であるドイツ商法（およびこ

れに関連する会計法規）の枠組みの中で国際的な会計基準の要求を満たすような決算書作成・評

価選択権を利用して連結決算書を作成することである。この場合にも，第一・第二の選択肢と同

様に，厳密には国際的な会計基準として IFRSの要求を満たすのか，あるいは US-GAAPの要求

を満たすのかという更に２つの可能性が選択肢として認められていることになる。もちろん，こ

の場合には作成される年次決算書は，一組のみであるものの，必要に応じて会計基準の相違によ

り生じた年次損益についての金額の調整計算などが補足情報として開示されることになる。

これらのいずれの選択肢も合法的な決算書の作成手続きとしてドイツ商法上は認められていた

ことから，ドイツ企業における連結決算書の作成にあたっては，厳密に分類すれば法律上は少な

くとも６種類の年次決算書が存在する可能性があったといえる。とはいえ，これはあくまでも連

結決算書についての類型化に過ぎないことが看過されてはならない。ここでの考察の対象は

Kapitalflussrechnungであるので，これをこの計算書の作成という条件に限定して考えてみると

具体的には次のような可能性が理論上の選択肢として存在していたことが明らかとなる。

① IFRSに従った Kapitalflussrechnung

② US-GAAPに従った Kapitalflussrechnung

③ ドイツ商法に従った Kapitalflussrechnung

④ ドイツ商法の枠組みの中で IFRSに従った Kapitalflussrechnung

⑤ ドイツ商法の枠組みの中で US-GAAPに従った Kapitalflussrechnung

要するに，５種類の Kapitalflussrechnungの作成が合法的に認められていたことになるのであ

る。とすれば，実際の企業の Kapitalflussrechnungがこのいずれに該当するのかを検証すれば，

それで類型化されることになるはずであるが，ことはそれほど単純ではないのである。なぜなら

ば，①～⑤についてそれぞれにバリエーションの余地があるからである。とりわけ，③～⑤につ
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いては，ドイツ商法を基礎としつつ，「ドイツ商法」色の強い計算書，「IFRS」色の強い計算書

および「US-GAAP」色の強い計算書という３つのタイプの可能性があるからである。もちろ

ん，④と⑤のタイプは IFRSあるいは US-GAAPというそれぞれの会計基準によるバイアスがか

かっており，本来のドイツ固有の Kapitalflussrechnungとは異なるはずである。問題は，③のタ

イプの計算書が本当に本来のドイツ固有の Kapitalflussrechnungといえるのか否かにあるといえ

る。

ここでは，少なくとも法規定の相違に起因して Kapitalflussrechnungに異なるタイプの計算書

が複数存在する可能性があることを指摘しておけば十分であろう。

次章において考察される意見書などの作成にあたり Kapitalflussrechnungに関して当初からこ

の議論に深く関わりかつ当時に最もこのテーマに貢献した有力な研究者と目されるWysockiに

よれば，「ドイツにおいては立法者が財務状態についての決算報告を強制することを EU会計指

令第４号・第７号と同様に無視していた」２１のである。したがって，ドイツの Kapitalfluss-

rechnung（これ以外にもいくつかの用語が併用されており，例えば Finanzierungsrechnung，Fi-

nanzflussrechnungenあるいは Cash-Flow-Analysenなどの用語２２が存在する。）は，会計実務上

は単に自発的に多様な様式で公表されてきた２３といえるであろう。この自発的な開示が実態をよ

り一層多様化させてきたともいえる。したがって，前述の③のタイプといえども，この計算書の

現実の姿についてはより一層複雑な様相を呈しており，現実にはそのように明確かつ単純にこの

タイプに区分されるわけではないことが，表１から明確に読み取れるのである。

更には，２００５年の IFRSの強制適用以降のドイツ企業の Kapitalflussrechnungについても，本

当に前述の①のタイプに完全に統一されてきているのかという疑念は残るものの，その解明は別

の機会に譲ることとする。

いずれにしても前記のようなタイプの相違をすべて捨象するためには，法規定及び会計基準さ

らにはその改正によって受けることになる影響をすべて捨象することが必要であり，そのような

様々な影響をすべて排除した後に残る姿こそが正真正銘の本来のドイツ固有の Kapitalfluss-

rechnungといえる筈である。そのためには各種の法規定・会計基準の影響のない時代にまで更

に遡って，自発的な開示がおこなわれていた当時の決算報告に見られる同種の計算書を考察・分

析してみることも必要となる。そのような計算書から明らかとなるドイツ固有の Kapitalfluss-

rechnungとは果たしてどのようなものであろうか。

Ⅴ．Kapitalfluss概念の本質―理論モデルからの帰結

前章においては，特に IFRSへの移行前のドイツ会計基準が適用される場合の Kapitalfluss-

rechnungの理論的な類型が明らかになった。このような類型の発生する理由は，主として選択

適用する会計基準の相違にあるとしても，必ずしもそれだけではないこともまた明らかになって

いる。そこで，ここではそのような類型の発生する別の理由を解明するために Kapitalfluss-

年次決算にみる「資金」概念 291



rechnungの系譜を辿るとともに，この計算書の計算対象に着目して，その異同について検討し

てみなければなるまい。後者は，Kapitalfluss概念について検討することに他ならない。

一般に，Kapitalflussrechnungは，資金計算書の一種として理解されている。この意味におい

ては，Kapitalflussrechnungの研究は，資金計算書の研究領域２４の中でのひとつの論点となって

いるといえる。したがって，今日の Kapitalflussrechnungに至るまでの経緯は，いわば資金計算

書の歴史的な視点からの研究の対象となることになる。このことから，それぞれの計算書におけ

る Kapitalfluss概念の考察にはこのような歴史的な視点からの考察が欠かせない。なお，歴史を

遡って専門領域の文献を繙いてみると，古くは貸借対照表分析において資金の流れを分析する方

法が考察されており２５，ここに資金計算書の初期の姿を見出すことができる。

更に，Kapitalflussrechnungが年次決算書の要素としてどのように位置付けられているのかと

いうことは，特定の法体系の枠組みの中での貸借対照表及び損益計算書という従来から存在して

いる年次決算書と新たに追加されたこの Kapitalflussrechnungとの関係，あるいはそれらの年次

決算書の前提となる複式簿記機構とこの Kapitalflussrechnungとの関係２６についての視点からも

また重要な論点となる筈である。したがって，記録・計算・報告という一連の企業会計のメカニ

ズムの中で，新しく付け加えられたこの Kapitalflussrechnungがどのように位置付けられること

になるのか，ということについての検討がきわめて重要な意味を持つことになる。このことは，

Kapitalflussrechnungをも含めた年次決算書の体系を複式簿記の仕組みと関連付けて統一的に説

明できるような理論の構築が可能であるのか否かということを問うことに他ならない。とすれ

ば，そのための理論的な手がかりは，伝統的な貸借対照表論をはじめとする旧来のドイツ会計理

論にまで遡ってみることが必要となる。

その際に，既に資金計算書についての先人の研究成果の蓄積が見出されるものの，研究課題お

よび研究方法の視点から概観してみると，研究のあり方が必ずしも同一ではないことが明らかと

なる。とりわけ，資金計算書の多様性，更には資金概念についての多様性・多義性が看過されて

はならない。もちろん，そのような多様性・多義性が理論の性質に由来していることにも注意す

る必要があることはいうまでもない。つまり，一般に「資金計算書とはいかにあるべきか」とい

う問題に取り組むとすれば，そこでは多様な価値観の下に極めて多様な資金計算書が構想され，

ある特定の価値観の下に措定された特定の目的に適した資金計算書が提唱されることになる。他

方，「資金計算書とはいかなるものか」という問題に取り組むとすれば，そこでは現実の（企業

実務において作成されている，あるいは会計規定において明文化されている）資金計算書を考察

の対象として取り上げ，その本質の解明に向けてすべての努力が傾注されることになる。

このような研究課題と研究方法の相違に起因する理論タイプの相違については，厳格に峻別し

ておく必要があるといえる。もちろん，ここでは後者のタイプの理論を手本とすべきであること

はいうまでもない。そこで，その手がかりを求めるために，ドイツ商法及びこれに関連する会計

基準等に着目してみると，当然次のような疑問が生じることになる。つまり，現行のように国際
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的な会計基準による連結決算書の作成が容認されることになる直前において，ドイツ商法会計を

基礎とする年次決算書の作成に際して，Kapitalflussrechnungは何を基準として作成されていた

のであろうか，という疑問である。

もちろん，ドイツの会計実務においては「正規の簿記の諸原則」２７という必ずしもすべてが明

文化されているわけではない会計原則の体系が最優先の規範として存在していることはいうまで

もないものの，残念ながら Kapitalflussrechnungに関する基準はそこには見出されない。

この疑問に対する解答は，幸いなことに比較的容易に見出される。Wysockiによれば２８，自発

的な Kapitalflussrechnungの形成は，ドイツ経済監査人協会（Institut der Wirtschaftspüfer in

Deutschland e. V.：以下 IDWと略記）の１９７８年の意見書「年次決算書の補足としての Kapi-

talflussrechnung」にまで遡ることができる。なお，この意見書は，１９９０年に改訂されている

が，結局，１９９５年に同協会の専門委員会（Hauptfachausschuss：以下，HFAと略記）とシュ

マーレンバッハ協会（Schmalenbach-Gesellschaft :以下，SGと略記）の Finanzierungsrechnung

作業部会とによって共同で策定された意見書にその地位を譲っている。したがって，このことか

ら Kapitalflussrechnungの変化を跡付けるためには転換点となった１９７８年と１９９５年の意見書，

および２０００年のドイツ会計基準第２号の公布，そして２００５年の IFRS適用という４つの時点に

焦点を当てる必要があり，このことが自発的な Kapitalflussrechnungから今日の Kapitalfluss-

rechnungの形成に至るまでのプロセスの理解には有益であると考えられる。

この４つの時点における実際の Kapitalflussrechnungをそれぞれ観察することももちろん必要

ではあるが，ここでは現実の Kapitalflussrechnung作成実務に大きな影響を与えたことが予想さ

れる IDWの１９７８年意見書および１９９５年の HFAと SGとによる共同意見書のそれぞれの分析か

ら Kapitalfluss概念それ自体および Kapitalflussrechnungの計算構造についての思考の変化を跡

付けることによって，会計規定の中に Kapitalflussrechnungに関する規定が明文化される以前の

期間にどのような変遷をたどったのかを解明しなければなるまい。その際に，この検討に先立

ち，まず当時の資金計算書に関する理論的な背景を概観しておくことが，各時代区分における

Kapitalfluss概念の検討にも有益であると考えられる。

（１）実務における自発的情報としての資金計算の多様性

IDWの HFAが「年次決算書の補足としての Kapitalflussrechnung」というタイトルの草案を

公表することによって，当時の資金計算書についての議論を活発化させたことは紛れもない事実

である。その時点では，HFAの意図は英・米のような Kapitalflussrechnungの作成・開示を強制

することではなかった。その意図は，当時の資金に関する計算書の作成の手本を提示することに

見出される。

実際に，IDWの１９７８年意見書が公表された当時の Kapitalflussrechnungについて，Busse von

Colbeは次のように述べている。「流動性のある資産または短期間に流動化する可能性のある資
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産について評価された在高（資金）の変化を期間に関連付けて表形式によって提示するための

様々な計算書（運動計算書）を Kapitalflussrechnungと特徴づける。」２９この指摘から明らかなよ

うに，この時点では統一的には Kapitalflussrechnungと特徴づけられるような各種の計算書が作

成されており，それらは一般に資金の変化を期間に関連付けて表形式により提示するような計算

書として理解されるようなものであったということである。

また，この意見書が検討・公表される以前の１９７０年代前半に実施された企業調査３０によれ

ば，当時公表されていた資金関連の計算書としては，在高差額貸借対照表，変動（運動）貸借対

照表，資金運動計算書などが作成されていたとの結果が明示されている。

このように，商法典あるいは株式法の会計規定上の定めも特になく，企業の自発的な情報開示

に全面的に委ねられていた当時の状況としては，当該計算書の名称が統一されているわけでもな

いことと，その様式・計算構造についても上記のような大きな枠組みについての共通理解があっ

たに過ぎなかったことは極めて自然な成り行きであったといえるであろう。そのような状況下で

あったにもかかわらず，自発的な資金関連情報の開示が積極的に行われていたこともまた事実で

あり，それもまた当時の会計実務の一つの特徴とみなされ得る。このような情報開示の在り方を

一定の方向に導くためには何らかの指針が必要であると考えることは当然であり，このことから

すれば IDWの意見書草案，あるいはその後の意見書の公表もまた当時の時代要請としては必然

であったといえよう。この時点で，既に資金計算書の公表を義務づけていたアメリカの影響をど

の段階においてどの程度受けていたのかということもまた興味深い問題ではあるが，これはここ

での考察対象ではないので，後日の分析・検討を俟つこととする。

（２）IDWの意見書〔１９７８年〕からの帰結

上記のような資金関連情報の開示をめぐる当時の実務の状況に対して，まず最初の行動は

IDWの意見書として結実した。

そこで，最初に IDWの１９７８年意見書を概観しておくことにする。その意見書の冒頭の記載

から明らかなように，この１９７８年意見書は１９７６年の意見書草案３１を改定したものに他ならな

い。したがって，そもそもの IDWの考え方はすでに１９７６年に公表されているのである。しか

し，残念ながら１９７６年の草案（尤も，これは１９７８年の意見書からみれば確かにその「たたき

台」の意味を持っており，改訂の対象となるものであったことから１９７８年時点においてはまさ

に「草案」と呼ぶにふさわしいかもしれないが，少なくとも１９７６年の公表時点ではそのような

認識はなかったものと推測される。公表の時点ではあくまでも Kapitalflussrechnungが未だあま

り浸透していなかった当時の実務においてその作成を一定の様式に統一することと，より多くの

企業が Kapitalflussrechnungを作成・開示するようなきっかけを与えるという明確な意図があっ

た筈である。）は，Kapitalflussrechnungの作成を推奨していたにもかかわらず，その効果・影響

は期待したほどではなかったのであろう。そこで，改めて草案をたたき台にしてより強力に啓蒙
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するための新たな意見書を作成する必要があったものと考えられる。

当該意見書では，草案と同様に Kapitalflussrechnungは，貸借対照表・損益計算書という年次

決算書では提供されないか，あるいは間接的にしか提供されないような情報を開示するための手

段として位置付けられている。実務上もその当時（１９７６年から１９７８年頃）では決算書類に

Kapitalflussrechnungを添付する企業はあったものの，その様式は統一されていたわけではな

かったために，IDWが統一的な様式の確立に貢献すべく，これを公表するに至ったという経緯

に関する記述が IDWの意見書から見出されるのである。

そこでは，次の３つのタイプの資金概念が考慮されている。

①現金 ②正味貨幣資産 ③運転資本

したがって，意見書によれば資金概念の本質は，一義的ではなくこれらの３つの実体としてそ

れぞれ定義づけられることとなる。これらの資金が貸借対照表の借方項目および貸方項目とどの

ように対応しているのかを一覧にして示せば，以下の表１および表２のようになる（□�マークが

該当）。

表１：資金概念と借方項目との対応

①現金 ②正味貨幣資本 ③運転資本

流動資産

現金 □� □� □�

有価証券 ― □� □�

前払金 ― ― □�

商品 ― ― □�

売掛金（得意先） ― □� □�

債権（連結企業間） ― □� □�

債権（金融機関） ― □� □�

その他の流動資産 ― □� □�

経過項目 ― ― □�

表２：資金概念と貸方項目との対応

①現金 ②正味貨幣資本 ③運転資本

流動負債

貸倒引当金 ― □� □�

その他の引当金 ― □� □�

買掛金 ― □� □�

支払手形 ― □� □�

借入金 □� □� □�

前受金 ― ― □�

債務（連結企業間） ― □� □�

その他の流動負債 ― □� □�

経過項目 ― ― □�
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前頁の表１および表２より明らかな如く，前記①～③の各概念の相違は資金の範囲設定に起因

している。１９７８年意見書では，これらのうちのどれか一つの資金概念を強く支持するという方

針は表明されていないようにも見える。つまり，表面上は資金概念の統一よりは，むしろ様式の

統一が強く意識されているといえるであろう。とはいえ，３種の資金概念を前提にすれば，それ

ぞれ別個の資金計算書が作成されることとなることから，少なくとも３種類の資金計算書を想定

していたことは明らかであろう。すなわち，第一に現金を資金概念の範囲として画定し，この意

味での資金を計算するための計算書―ここではこれを便宜上①現金型資金計算書と呼ぶこととす

る―，第二に正味貨幣資本を資金概念の範囲として画定し，この意味での資金を計算するための

計算書―ここではこれを便宜上②正味貨幣資本型資金計算書と呼ぶこととする―，そして第三に

運転資本を資金概念の範囲として画定し，この意味での資金を計算するための計算書―ここでは

これを便宜上③運転資本型資金計算書と呼ぶこととする―，これらの３種類である。

同意見書では，これらの３種の資金概念のうち，特に②正味貨幣資本を資金とみなす場合の資

金計算書の様式が例示されている。その計算書の構造は，表３のようなものとなっている（ただ

し，数値は筆者による）。なお，この意見書の末尾には，この計算書の構造が模範的なものであ

り，これ以外の計算書は排除されるべき旨の記載が見出される３２ことから，計算書の形式的な構

造をこのタイプに統一することが強く意識されていたことは明らかである。しかし，このことが

さらに，結果として資金概念もまた正味貨幣資本が望ましいということまで含意していたのか否

かは必ずしも明確ではないものの，資金概念と計算書の構造との関連性に着意すれば，そこまで

含意していると考えられ得る。少なくとも，３種類のうちわざわざこの貨幣資本型資金計算書を

例示に選択したことに何らかの意味があるとすれば，他の２種ではないこと，他の２種に対する

優位性が留意されてしかるべきであろう。ここでは，少なくとも１９７８年意見書の公表時点にお

いては現金型ではなく，また運転資本型でもなく，貨幣資本型の資金計算書が推奨されていたこ

とは明らかとなった。

この表３の記載に関連して，以下の点が注目されなければならない。まず，第一の計算区分で

ある「資金調達」の中では，計算の出発点は年次利益となっている。そしてこの計算区分におい

ては，この年次利益に対する加算の要素と減算の要素が混在することになる（なお，意見書によ

れば加算要素も減算要素も特に区別なくそのまま表記されているので，この表４では減算要素に

は加算要素と区別するために括弧を付けてこれを表記してある）。また，第二の計算区分である

「資金使途」は，その名の通り資金の流出理由を示しており，そこに示されている要素はすべて

年次利益を含む正味貨幣資本の大きさに対する減算要素となっている。そして，第三の計算区分

である正味貨幣資本の変動原因の構成の中では，まさにそのような変動要因のみが抽出されて示

されている。この第三の計算区分の計算結果と計算書の配置上その上に位置する第一と第二の２

つの計算区分の計算結果とは一致するような仕組みになっている。したがって，ここでは正味貨

幣資本がその調達・使途の側面とその変動原因の側面という２つの側面から二重に計算されてい
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るといえるであろう。

意見書によれば，表３に見られる計算構造は，前述の如く模範的なものであり，これに従うこ

とが強く推奨されている。とはいえ，この意見書には，法的な拘束力もなく，実際には当時の会

計実務を一本化できるほどの強制力を発揮することはできなかったのである。しかし，既述のよ

うにこの意見書から少なくとも３つの資金概念が想定されているものの，望ましい計算構造とし

ては正味貨幣資本概念を前提として正味貨幣資本を二重に計算するための計算表の作成が提言さ

れていることは明らかといえるであろう。ここに何らかの含意があるとすれば，やはりドイツ国

表３：正味貨幣資本によるKapitalflussrechnung

１９××年 前 年

１．資金調達

年次利益〔重要な臨時の収支作用項目を除く〕 ２００ △５０

加算（減算）項目

正味貨幣資本を減少（増加）させない費用＊ ４５ ４０

（長期の引当金の減少） （３） ―

経常的な営業活動による利益（損失） ２４２ △１０

臨時の収支作用取引による利益（損失）＊＊ ２７ １９

営業活動による利益（損失） ２６９ ９

固定資産の売却による資金流入 １８ ―

棚卸資産の減少 ４ ―

現金出資による資本増加 ― ２０

長期債務の増加 ３５ ―

３２６ ２９

２．資金使途

手付金も含む固定資産の増加 １１０ ―

棚卸資産の増加 ― ６

配当金支払い １５ ―

長期債務の減少 ２５ ―

１５０ ６

正味貨幣資本の増加（減少） １７６ ２３

３．正味貨幣資本の変動原因の構成

短期の借方項目の増加（減少）

現金 × ×

その他の短期借方項目 △× ×

短期の貸方項目の減少（増加）

買掛債務 × △×

短期の引当金 × △×

１７６ ２３

注）＊ 例えば，有形固定資産における減価償却費および投資における価値修正
＊＊例えば，償却債権の取り立てによる入金
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内の上場企業の全体像から明らかなように製造業が主体となっていることから，資産の構成にお

いても固定資産の割合が多くなり，その結果として現金・預金などの回転の速い換金性の高い資

産よりも比較的長期間にわたり資産としてとどまる換金性の低い資産に焦点をあてて，貨幣資本

の変動を把握することにより資金の動きを捉えようとする考え方が発現しているということであ

ろう。ここにドイツ固有の資金計算の本源的な姿が見え隠れしていると捉えることは早計であろ

うか。

ここで更に付言するとすれば，この意見書に極めて密接に関与したWysockiの見解を手がか

りとして，このような構造の計算書の考案された背景と資金概念の言明力についてより詳細に検

討することが，とりわけ計算書の構造を考えるためには有益であると考えられる。

Wysockiは，資金概念の範囲確定には多様な可能性がある中で前掲の３つの概念に限定するこ

と，そして資金の個々のタイプの内容が，当時の株式法第１５１条第２項の貸借対照表項目の区分

に従って分類されること，さらにはすべての範囲画定に際しては重要性の原則が考慮されるべき

であること，これらが合目的な資金概念の確定の判断の一助として役立つという３３。このような

資金計算のための項目分類でありながら当時の株式法の項目区分に従った分類は，それ以前の

１９５０年代の決算報告書に見られる貸借対照表に項目毎の増減変動を付け加えた計算構造にまで

遡ることができる。つまり，本源的な姿としては，１９５０年代当時の年次報告書に見られるよう

な貸借対照表と資金変動に関する計算とが合体した計算書とその計算構造が見出されるが，１９７８

年当時の会計実務においてはすでに貸借対照表は独立した計算書として開示が要請され，資金計

算書は自発的な計算書として多様化してしまっていたために，IDWの意見書が公表されること

になったのである。そして，この意見書の中でも特に推奨されていた計算構造は，まさにそれま

での流れに即したものに他ならない。したがって，この段階での Kapitalflussrechnungとして

は，それまでの流れをくむ正味貨幣資本を実体とする資金概念の下での資金計算が意図されてい

たと考えることができる。これを正当な流れを汲む，ドイツ固有の資金計算書と考えることはあ

ながち的外れではあるまい。

（３）HFAと SGとの共同意見書〔１９９５年〕からの帰結

仮に，上述の１９７８年意見書が当初の予定通りの啓蒙効果を生み出していれば，この１９９５年の

共同意見書が公表されることはなかったといえるかというと，その効果の有無にかかわらずこの

タイミングでの意見書の公表は避けられなかったと考えるべきであろう。その大きな理由は，次

の点に見出される。つまり，１９８５年は EU加盟国における会計基準の調和化を目指して EU会

計指令の国内法が進められ，各加盟国でのその努力が結実しドイツにおいても法規定が発効し

た，いわばドイツ会計制度の大転換点ともいうべきこれまでに経験したことのない，そして今後

ももう経験することのないほどの会計制度大変革の時期であった３４ことから，当時の会計実務が

大きく変化することは疑う余地のないほどに確かなことであった。したがって，どのような内容
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であれ，共同意見書であるか否かはともかくとして，何らかの意見書が公表されていたことは推

察するに難くない。

とはいえ，ドイツ企業にとっては先の意見書の形式が最も適していると考えられるので，形式

上の変化は必要ないはずである。それでは，なぜ改訂されたのであろうか。ここではその意味を

探ることとする。

１９９５年意見書においても，草案および１９７８年意見書と同様に Kapitalflussrechnungは，貸借

対照表・損益計算書という年次決算書では提供されないか，あるいは間接的にしか提供されない

ような情報を開示するための手段として位置付けられている３５。既述のように，ドイツにおいて

はこの時点では Kapitalflussrechnungについての法律上の規定はなく，あくまでも自発的に作成

されるこの種の計算書を統一化することに貢献するという趣旨の下にこの意見書は公表され，そ

の前文に明記されているように１９７８年意見書では認められていた資金概念の選択余地について

は国際的な実務の動向を勘案してこれを制限しているのである３６。ここにこの意見書の意味が見

出される。

それでは，１９９５年の共同意見書では，資金概念および計算構造に関してどのような変化が見

られるのであろうか。

Kapitalflussrechnungの出発点は現金在高（Zahlungsmittelbestand）であり，これには現金同

等物（Zahlungsmitteläquivalente）が含まれている３７。このように資金の範囲を狭く限定すること

が，この意見書では強く意識されており，資金の範囲を広く設定することになる１９７８年意見書

に提示されていた他の資金概念より優位にあることが明言されている３８。この資金の範囲は，ド

イツ商法第２６６条第２項に示されている貸借対照表の借方項目のうち流動資産の中の一つの区分

を形成している現金，銀行預金，小切手となっている（このグループは現行規定においても同一

内容である）。これは，簿記・会計の用語としての「現金」よりは広い範囲設定ではあるが，広

く一般に理解されている「キャッシュ」よりも狭い範囲設定といえる。ここに，１９９５年共同意

見の資金概念が見出される。

他方，計算構造については，直接法の場合と間接法の場合のそれぞれの計算要素が例示されて

いるものの，数値例は示されていない３９。計算構造における計算単位となる計算区分は，両者に

共通しており①営業活動による資金流入・流出，②投資活動による資金流入・流出，③財務活動

による資金流入・流出，④期末資金在高という４つの区分から構成されている。直接法による計

算構造と間接法による計算構造との最大かつ唯一の相違点は上記の計算区分①に見られるもの

の，この相違はここでは重要な論点ではない。注目すべきは１９７８年意見書からの大きな方針変

換であり，上記の資金概念の特定とこれに伴う計算書の構造変化である。

このような大きな変化の背景には IAS７の存在があることは明らかである。実際に１９９５年共

同意見書においても，上記のような計算構造を持つ計算書の作成が IAS７の会計基準に則してい

ることが明言されており，更には完全なる一致を意図する場合に必要となる追加事項も付言され
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ている４０。ここに至って，従来の資金計算書から国際的な会計基準に準拠した資金計算書へと大

きく舵を切ろうとする１９９５年共同意見書の意図が明らかとなった。

IDWは当時の会計実務とこの意見書に関連して次のような意見表明をおこなっている。

「Lageberichtにおける財務状態（Finanzlage）の表示は，年次決算書における個別項目の表示を

超えて財務・流動性関係の全体像を認識させるべきである。このためには，１９９５年の HFAの意

見書による Kapitalflussrechnungならびに Lageberichtにおける将来に関連する記載を取り入れ

ることが適切であろう。」４１

Ⅵ．結びに代えて

―「資金」概念と「資金」情報の二類型―

前章においては，IDWの１９７８年意見書および１９９５年の HFAと SGとによる共同意見書のそ

れぞれの分析を通じて，Kapitalfluss概念の指示対象の範囲が何を含み何を含まないのか，そし

てそのような Kapitalfluss概念の下では Kapitalflussrechnungという計算書において何を計算す

ることが求められているのかということが明らかとなった。

そこで，ここでは１９８５年の会計指令法の制定に伴う商法・株式法等の大改正を経て，今尚存

在しているひとつの計算書に着目してみなければならない。この計算書は，固定資産変動表と呼

ばれるものである。これに関する規定は，ドイツ旧株式法においては第１５２条第１項および第６

項に見出され，ドイツ新商法においては第２６８条第２項に見出される。煩を厭わずに，この第

２６８条第２項を引用すれば，以下の内容であることがわかる。すなわち，「貸借対照表または付

属説明書においては，固定資産の個別項目および『事業経営の開業および拡張のための費用』項

目（この抹消箇所は２００９年の BilMoGで削除された部分‐奥山）の変動が表示されなければな

らない。その場合には，取得・製造原価の総額，事業年度の増加額，減少額，振替額および増

額・減額記入の総額が区分表示されなければならない。事業年度の減額記入分は，貸借対照表に

おいて当該科目に注記するか，または固定資産の項目区分に即した区分によって付属説明書に表

示されなければならない。」

この条項から明らかなように，固定資産の期中の増減変動が貸借対照表または付属説明書に記

載されることが要請されているのである。この条項の解釈からこのような固定資産に関する情報

が貸借対照表であろうと付属説明書であろうと，その記載場所に関わらず両者は同等の情報価値

を有すると考えられているといえる。これに類似する情報は，既述のように１９５０年代のドイツ

企業の年次報告書に見出すことができる。つまり，貸借対照表と合体した当該情報に本来の資金

情報の淵源があるとすれば，これこそが現行の Kapitalflussrechnungの本源的な姿と考えられる

のではなかろうか。

ほぼ半世紀ほどの時間の流れの中で，資金情報を提供する手段は次のような３段階の変化を遂

げてきたと考えられる。
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つまり，まず第一の段階は，上述のような決算書において，貸借対照表と結び付けられ，その

中に組み込まれる形式での資金増減変動計算が作成されていた時期であり，この場合の資金概念

の範囲は貸借対照表の項目，つまり総資産が基礎になっていると考えられる。この総資産には当

然のことながら，借方要素である資産と貸方要素である負債・資本が含まれることになるもの

の，実質的には資産と負債との差異として資本は求められるという根底にある計算構造を考慮す

れば，実体としては正味資本の変動を把握することを主な目的としていると考えられる。

第二の段階は，資金計算書の内容は多様であっても，その作成がある程度実務にも定着したこ

とにより，貸借対照表の一部分ではなく資金計算書それ自体が独立した計算書として作成されて

いた時期であり，この場合の資金概念の範囲は，主に既述の現金型，正味資本型，運転資本型の

ように多様，不統一なものであった。この段階での資金概念の範囲が徐々に狭くなり，限りなく

現金型に収斂するような動向が見られることになるが，その背景には国際的な会計基準の統一化

という大きな会計制度改革の波が押し寄せてきていたことは無視できないであろう。

そして，今日の状況を反映する第三の段階は，Kapitalflussrechnungという名の独立した主要

財務諸表の一つとして資金計算書が作成され，その資金概念が現金・現金同等物に限定されたこ

とによって，これとは別に資本変動計算書（これはいわば貸借対照表の貸方項目の増減変動を把

握するための計算書といえる）および付属説明書における固定資産変動計算書（これはいわば貸

借対照表の借方項目を代表する固定資産の増減変動を把握するためのものであるが，これ以外に

も各種の資産項目の増減変動を把握するための計算書が他にも作成されている）が資金増減変動

に関する情報を補完するために，その作成を要請されていると考えられる。

以上のような３つの段階の変遷とこれまでの検討を踏まえて，さらには Coenenbergの所論に

依拠して，資金概念に着目すれば，「貸借対照表指向の資金概念（Bilanzorientierte Fondskonzep-

tionen）」４２と「現金指向の資金概念（Zahlungsorientierte Fondskonzeptionen）」４３との存在が浮か

び上がってくる。これまでの検討から，ドイツ企業の Kapitalflussrechnungにおける資金概念お

よびこの概念によって制約される計算構造が当初の「貸借対照表指向の資金概念」を基礎にした

資金計算から「現金指向の資金概念」を基礎にした資金計算へと大きく変化したことは明らかと

なっている。

確かに，表面上は現行の Kapitalflussrechnungがそのような変化の結果として現在のような内

容の計算書になっているとしても，果たしてそれだけのことであろうか。もしそうであれば，ド

イツ企業の年次決算における資金情報の開示は，Kapitalflussrechnungによっておこなわれてい

るということになる。しかし，年次決算書の全体を概観してみると，そしてドイツ企業の本源的

な資金情報の源泉がどこにあるのかということを勘案してみると，資金に関する情報開示は必ず

しも Kapitalflussrechnungだけの限定的な範囲にとどまっているわけではないのではないかとい

う疑問が浮かぶ。さらに，勇み足を覚悟の上で付言すれば，本源的な資金情報の源泉は，実は

Kapitalflussrechnung自体ではなく，年次決算書および付属説明書の各種の個別計算書によって
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もたらされていると看做すことは些か極論に過ぎるのであろうか。しかし，表面的なあるいは皮

相的な変化に惑わされずに，本来必要とされているドイツ固有の資金情報の淵源に遡ってみれ

ば，そのような仮説にも成立の余地はあるように思えてならない。これについては，まだまだ検

討の余地は残されていると考えられるので，改めて考察の機会を持つこととする。

そもそも Kapitalflussrechnungの多様性の実体は Kapitalflussrechnungの開示が自発的な開示

から強制的な開示に移行したことによって，自発的な開示に起因する多様性から強制的な開示に

起因する多様性へと同じく多様であるとしてもその質的な変容が発生しているといえる。つま

り，同じく多様であっても自発的な多様性から強制的な開示の中での多様性へというような質的

変化が見出されるのである。

かつての自発的な開示に際しては，開示企業自体の業種の特性，これに起因する資金の特性，

そしてその時代の資金概念を支える資金理論にみられる考え方などの各種の要因が結果として多

様な Kapitalflussrechnungを生み出してきていたと考えられる。これに対して，法規定による明

文化を通じて強制的な開示が求められるようになったことによって，今度は特に IFRSの強制適

用前のドイツにおける３種類の会計基準の選択適用という状況下での選択権を主な要因とする多

様性を容認する会計規定の在り方が結果として多様な Kapitalflussrechnungを生み出してきてい

たと考えられる。もちろん，この多様性は相当程度収束してきているといえることから，現時点

ではそのこと自体はもはやここでの関心事ではない。

もともと，ドイツにおいては，既述のように「資金計算書の開示は企業の自主性に委ねられて

いる」４４期間が長く続いていたものの，自発的とはいえ，その Kapitalflussrechnungの開示に

よって提供される情報は，強制的に開示されていた貸借対照表・損益計算書および（当時は決算

書の一要素として開示が求められていた）固定資産変動表によって提供される情報には直接ある

いは間接に含まれていない情報を提供していたはずであり，これを探求することも今後の課題の

一つであることはいうまでもない。

更に，このような変遷を概観することによって，ひとつの疑問が浮かんでくることになる。つ

まり，もともとの年次決算書の構成要素がどのようなものであれ，そのもともとの年次決算書の

構成要素である貸借対照表・損益計算書等とキャッシュ・フロー計算書との整合関係という視点

から，もしキャッシュ・フロー計算書に類似の計算書がもともと存在していたとすればそのよう

な計算書とキャッシュ・フロー計算書は代替関係にあるのか，ということである。要するに従前

の計算書に代えて新たな計算書（たとえばキャッシュ・フロー計算書）の作成が要請されるよう

になったとすれば，そのような新たな計算書は，名称こそ違え実質的には代替可能な情報の提供

を可能にすることができるのか，という疑問である。もちろん，これがわが国に固有の問題では

ないことは明らかであろう。

たとえば，わが国においては「資金繰り表」から「資金収支表」を経て「キャッシュ・フロー

計算書」へと至っているのに対して，たとえば，アメリカでは「財務状態変動表」から「キャッ
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シュ・フロー計算書」へと変化している。国際会計基準の第７号が「財務状態変動表」から

「キャッシュ・フロー計算書」に改訂されたことも忘れてはなるまい。ドイツにおいても様々な

呼称があるものの，Busse von Colbeは，Kapitalflussrechnungという名称が誤解を招くことを指

摘している４５。つまり，自己資本および他人資本の増減変動を第一義的に言明するわけではない

にもかかわらず，特に Kapitalという既成概念を計算書の名称に利用していることに問題がある

ということである。この指摘は，Kapitalという概念と Kapitalflussrechnungという計算書の内容

との整合性に疑問を呈していると理解され得る。ここに，ドイツにおける Kapitalflussrechnung

の多様性の根本的な原因を見出すことができるであろう。本来，Kapitalflussrechnungという計

算書の導入時点において，そのような整合性が当然のことながら検討されていなければならない

はずである。しかし，実際には前述のように名称とその実体との間の整合性にも不備があるいう

指摘は傾聴に値する。

しかも，Busse von Colbeのこの指摘は既に３０年余り前になされたものであるものの，これ

を現時点で再考してみると２つの相反する見解を包含していると考えられる。一方は，計算書の

内容が正しく，計算書の名称が不適切という見解であり，これは Busse von Colbe自身が指摘し

ている本来の趣旨と合致する内容でもある。これに対して，もう一方は，実は名称が正しく，計

算書の内容がこれに整合していないという見解である。本論文の視点は，この後者の立場にあっ

たといえる。本来の Kapitalflussrechnungという名称の計算書の内容として何がふさわしいのか

という観点から考えてみれば，それはやはり本源的な資金情報を措いて他にはない。少なくと

も，表面的な統一化の結果として現在作成されているような計算書ではないはずである。とはい

え，法定の現行の計算書の存在意義を否定するつもりはないものの，名称と内容との不整合は回

避しようと思えば，回避できたであろうに，なぜそのようにしなかったのかもまた疑問である。

かくて，現在のドイツ企業の年次決算書の観察・分析を通じて，本源的な資金情報が表向きの

開示手段である Kapitalflussrechnungという名の計算書ではなく，年次決算書全体を構成する各

種の個々の計算書に部分的に潜在しており，その全体像として存在するはずの，しかし表面上は

見えていない計算によって，いわば姿を変えて今もなお提示されてきている４６のではないかとい

う一つの仮説を以て本稿を終えることとする。

注

１ わが国の会計制度の歴史を振り返るまでもなく，そもそも相当の高品質の決算書類が開示されるような

会計制度が整っているためには，株式会社のような資本会社，証券市場，監査制度などの存在が前提と

なっていることはいうまでもない。つまり，これらの諸条件が十分に整っていないような国では，会計制

度など望むべくもなく，したがってこれを規制する会計基準もまた十全のものとして存在することはあり

得ないし，またその必要もない。そのような国が，将来の発展を見据えて会計制度の整備に取り組もうと

すれば，すでに体系化された既存の会計基準を活用することはいたって正当な判断といえるであろう。自
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国の不十分な水準の会計基準に手を加える労力・コスト・時間の無駄を省くことができ，しかも国際的に

通用し，多くの国で採用されている会計基準を採用することが自国の企業にとっても国際的な競争，海外

からの資本調達に極めて有利に作用する可能性があるということであれば，そのような国々が IFRS導入

を積極的に進めることは必然的な結果といえる。しかし，わが国の会計制度は，既に相応の発展を経て現

在に至っており，会計基準及びこれに基づいて作成される決算書もまた欧米先進国のそれらとほぼ同等あ

るいは等価とみなされる水準にあるが故に，むしろ新しい国際的な基準への対応に苦慮しているといえよ

う。

２ このことは，たとえばそれぞれの国において主要な業種が異なり，製造業を主体とする産業構造の国と

そうではない国（たとえば，いわゆる金融立国といわれるような国）とでは開示を求められる会計情報の

範囲，内容，品質などに相違があっても不思議ではないことを勘案すれば，そのような会計情報を生み出

すための会計基準についても相違が生じることには必然性があると考えられる。そうであるとすれば，

キャッシュ・フロー計算書あるいはそれ以前のこれに類するとみなされる計算書についても，そのような

産業構造に適したものが存在するはずであることは容易に推察されるであろう。たとえば，武田教授のよ

うな，プロダクト型市場経済とファイナンス型市場経済という概念とその相違に着目すれば，キャッ

シュ・フロー計算書についても産業構造，あるいは市場経済のタイプに応じて，最適の計算書が異なると

考えることは，あながち的外れではあるまい。

３ この Kapitalflussrechnungにはわが国では一般に「キャッシュ・フロー計算書」という訳語があてられ

ている。しかし，「キャッシュ・フロー計算書」自体が多義的であると考えられること，更には「キャッ

シュ」概念および「資金」概念もまた多義性を備えていることから，既存の概念による先入観を一切排除

するためにもここではあえて原語のままの表記にしておくことにする。なお，比較的初期の文献の邦訳で

は Kapitalflussrechnungの訳語として「資金運動計算書」をあてている事例も見出される（安平昭二，戸

田博之，徐龍達，倉田三郎共訳，「カール・ケーファー 資金計算書の理論（上巻）」千倉書房，１９７６年，

１頁）。因みに，Kapitalflussrechnungという用語を初めて用いた研究者こそが，このケーファーであり

（伊藤清己，「西ドイツおよびスイスにおける資金計算書」『産業経理』第４５巻第３号，６６―７５頁所収，注

（２）６７頁），当時の多様な用語が結局この用語に統一され，今日に至ることになろうとは果たして当人は

どのような思いであろうか。

因みに，この表記は元来 Kapitalflußrechnungと綴られていたが，ドイツにおける正書法の見直しに

よって今日では Kapitalflussrechnungと綴られるようになっている。以下の引用論文等の記載にあたって

は，原表記に忠実に従っているので，本文中ではこれらの２つの表記が混在している。

４ このような現象が単に会計制度の移行期にのみ見られる現象にすぎないのか，それとも少なくとも観察

可能な期間にわたって継続して見られる現象であるのかということについての見極めが，少なくともこの

論文の構想していた時点（２００５年頃）では時期尚早であったといわざるをえない。しかし，さらにその

時から月日を重ね，数年にわたる年次決算書の作成という作業が繰り返しおこなわれていることから，現

時点での観察の結果を拠り所とすれば，上記の見極めができる段階にあるといえるであろう。

５ 厳密には，EU域内のすべての上場企業が２００５年を境目にして例外なく全面的に「国際会計基準」の

適用に従っているわけではないので，このような「異なる会計基準により作成された連結決算書の混在」

という現象が瞬時に消滅することはなかったのである。この詳細な現状分析による実態の解明もなされな

ければならない。

６ Deutsches Rechnungslegungs Standards Committee e.V. 編，BilMoG―Synopse : Mit vollständigen Vor-

schriften der HGB―Rechnungslegung, Berlin２００９年，３２―３３頁。

７ ドイツ商法第２６７条第１項によれば，２０１０年１月の時点での小規模会社の判定基準は次のとおりであ

る。「小規模会社は，次の３つの基準のうち少なくとも２つの基準を超過しない会社をいう。①欠損額を

除いた貸借対照表総額が４８４万ユーロ，②決算日前１２か月の売上高９６８万ユーロ，③年間平均の従業員

数５０名。」なお，２０１３年１月時点では，この条文についての変更はみられない。

８ このプライベート・セクターが設置された時に与えられた当初の役割に加えて，現在では「国際会計基
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準の解釈」も要請されるようになっている。

９ このドイツ会計基準は，英語とドイツ語との対訳方式にて示されており，Kapitalflussrechnungの英訳

は Cash Flow Statementsとなっている。Deutscher Rechnungslegungs Standard Nr.2（DRS2），１頁。

１０ 奥山茂，「ドイツ会計基準設定主体と会計基準の意義―DRSCと HGB・GoBとの相互関連性を中心とし

て―」『商経論叢』〔神奈川大学〕第３６巻第４号 ２００１年３月，１３―３７頁所収。

１１ このことは本章の後半部分において取り上げている個々のドイツ企業の年次決算書によって容易に確認

できる。

１２ この分析の対象は，ドイツの主な製造業に含まれる企業の数年度分の年次報告書である。銀行業および

保険業に含まれる企業は，あえて除外している。その検証は，別の機会を期すこととする。

１３ METRO, Geschäftsbericht 1998，１７―１８頁。

１４ Deutsche Telecom, Geschäftsbericht 1997および Geschäftsbericht 1998。

１５ たとえば，会計基準としては IASを適用していた Bayer（１９９８・１９９９年），また HGBを適用していた

Henkel（１９９６年）の事業報告書に見られる。

１６ BMW, Geschäftsbericht 1998および Geschäftsbericht 2002。

１７ 年次利益を意味する Jahresüberschussは，計算構造から判断すれば税引き前利益を意味する Ergebnis

vor Ertragssteuernと科目名こそ違うものの，その実体は同一である考えられる。他にもこれに類似する

項目名がいくつか散見される。たとえば，Konzerngewinn, Konzern Periodenüberschuss, Konzernüber-

schuss, Ergebnis vor Steuernなどは微妙に表現こそ異なるものの，実は上掲の年次利益または税引き前

利益と同じ項目と看做されるのである。唯一，他とは異なる売上総利益を意味する Rohbetragが例外とい

えるであろう。もちろん，すべての企業の計算書を網羅的に確認したわけではないものの，ここでは少な

くとも一つでも例外があることが確認されればそれで十分であろう。

１８ METRO, Geschäftsbericht 1998，１８頁。

１９ ドイツ商法によれば Flüssige Mittelには，手許現金，小切手，連邦銀行預金，郵便振替預金，金融機

関の預金が含まれる。つまり，この項目はいわば当座資産に相当する項目と考えられる。通常，当座資産

というような資産区分に関わる項目名は日本の決算書上には表示されないので，具体的な記載項目の中か

ら該当する項目を集計することになる。これに対して，ドイツ企業の決算書においては，その項目名が貸

借対照表上に一つの項目として記載されることもあれば（BMW 1998, Bayer 1999, E.ON 1999），これに類

似する標記も散見される。たとえば，Liquidität（Siemens 1998），Zahlungsmittel（DaimlerChrysler〔当

時〕1999），Kassen Bestand, Bundesbankguthaben und Guthaben bei Kreditinstituten（Volkswagen 1998）

などがある。しかも，これらの貸借対照表上の項目と Kapitalflussrechnungのボトムラインの項目は必ず

しも対応しているわけではない。そこにも多様な項目名の表記が見られるのである。

２０ たとえば，次の論考に主要なドイツ企業についての１９９８年度の連結決算書の作成基準別の一覧が見出

される。奥山茂，「経営の支配構造と会計行動との相関性―ドイツ企業の年次報告書にみる会計の国際化

と IR活動評価を中心として―」『経済貿易研究』〔神奈川大学経済貿易研究所〕第２６号 ２０００年３

月，１９―３５頁所収），２６・２７・２９頁。また，郡司教授によれば１９９６年時点において調整計算による US-

GAAP対応の企業の一つとして VEBA社を例示している。郡司健，『連結会計制度論―ドイツ連結会計報

告の国際化対応―』中央経済社 ２０００年，１１４頁。

２１ Wysocki, Klaus, v., DRS2 : Neue Regeln des Deutschen Rechnungslegungs Standards Committee zur

Aufstellung von Kapitalflussrechnungen（Der Betrieb，１９９９年 第４７号，２３７３―２３７８頁所収），２３７３頁。

２２ 他にも，Liquiditätsrechnung，Mittelflussrechnung，Geldflussrechnung，Vorrechnung，Zeitraumbilanz

というような Kapitalflussrechnung概念に類似の表現が散見される（Sonnabend, Michael/Raab, Hermann,

Kapitalflußrechnung nach IFRS : Anforderungen und Gestaltungsmöglichkeiten, München２００８年，１２頁）。

２３ Wysocki, Klaus, v., DRS2 : Neue Regeln des Deutschen Rechnungslegungs Standards Committee zur

Aufstellung von Kapitalflußrechnungen（前掲），２３７３頁。

２４ ドイツにおける資金計算書の理論的な研究は，必ずしも独立した研究領域として取り組まれていたわけ
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ではなく，当時のドイツ会計学の泰斗と目される研究者が名を連ねており，貸借対照表・損益計算書の理

論研究と連動して資金の動きを把握する計算書の存在もまた重要な関心事であったといえるであろう。当

時の資金計算書の理論を体系的に研究した文献としては，例えば次のものがある。伊藤清己，「ドイツ資

金計算論」同文舘，１９８５年。

また，ドイツのみならず米国における資金会計理論の研究成果も渉猟している文献としては次のものが

ある。黒澤清，「資金会計の理論」森山書店，１９７２年（なお，これは第８刷の出版年であり，初版は１９５８

年の発行である）。

２５ たとえば，Gerstner, Paul, Bilanz―Analyse, 4. Auflage, Berlin１９１９年，および２１４―２１６頁，２２８―２３２頁。

更には，Gerstnerの晩年の著書となる同書の第１１版がある。

Gerstner, Paul/Hermann, Hellmuth, Bilanz―Analyse : Wege zur Erkenntnis des Wesens der Bilanz, 11.

völlig neubearbeitete. Auflage, Berlin１９４４年，４２３頁。

２６ たとえば，安平教授は，このような観点から資金計算書に論及している。安平昭二，「資金計算書の簿

記機構論的意味付けに関する各種の試み」『商大論集』〔神戸商科大学経済研究所〕第４６巻第３号 １９９４

年１２月，１９７―２２５頁所収）。ここでは，次のような４つのタイプの資金計算書に対するアプローチが紹介

されている。①レーマン，トームスによる三勘定系統区分に基づく資金計算書，②染谷，杉本による収支

要因別諸勘定の設定を伴う資金計算書，③鎌田による独立した資金勘定組織の設置を伴う資金計算書，④

ケーファー，石川による簿記の「行列」表示に基づく資金計算書。

２７ ドイツ会計制度における基本原則となる「正規の簿記の諸原則」については，拙稿において検討してい

る。奥山茂，「ドイツ会計原則の体系―『正規の簿記の諸原則』への解釈学的アプローチ」『商経論叢』〔神

奈川大学〕第３５巻第４号，３９―１０３頁所収。

２８ Wysocki, Klaus, v., Angleichung von Kapitalflußrechnungen an internationale Standards : Bemerkungen

zur Stellungnahme HFA 1/1995（Zeitschrift für betriebswirtschaftliche Forschung, 第４７巻，１９９５年５

月，４６６―４７５頁所収）４６７頁。

２９ Busse von Colbe, Walther, Kapital- und Finanzflußrechnung（Kosiol, Erich/Chmielewicz, Klaus/

Schweizer, Marcell編, Handwörterbuch des Rechnungswesens〔第２版〕，Stuttgart１９８１年，８９１―９０５頁

所収），８９１―８９２頁。

３０ Coenenberg, A.G./Schmidt, Franz, Die Kapitalflußrechnung als Ergänzungsrechnung des veröffent-

lichten Jahresabschlusses（Zeitschrift für Betriebswirtschaft，１９７８年，５０７―５１６頁所収），５１０頁。

３１ Stellungnahme HFA 1/1978：Die Kapitalflußrechnung als Ergänzung des Jahresabschlusses（Die

Wirtschaftsprüfung，１９７８年 第７号，２０７―２０８頁所収），２０７頁。

３２ Stellungnahme HFA１/１９７８：Die Kapitalflußrechnung als Ergänzung des Jahresabschlusses（前掲），

２０８頁。

３３ Wysocki, Klaus, v., Die Kapitalflußrechnung als Ergänzung des Jahresabschlusses（Die Wirtschafts-

prüfung，１９７６年第１・２号，１４―２８頁所収），１５頁。Wysockiは，正味運転資金概念のみを挙げた当時の

アメリカの APB意見書１９号と比較して，HFA意見書が実質的により具体化していることを評価してい

るが，この指摘から当時の議論の中でアメリカの資金概念も参考にされていたことを窺い知ることができ

る。

３４ このドイツ会計指令法の制定の経緯とその特徴については，奥山茂，「ドイツ会計指令法上の選択権の

成因―EU会計指令との関連を中心として―」『経済貿易研究』〔神奈川大学経済貿易研究所〕第２７号

２００１年３月，１―１８頁所収）を参照されたい。

３５ Stellungnahme HFA1/1995 : Die Kapitalflußrechnung als Ergänzung des Jahres- und Konzern-

abschlusses―Gemeinsame Stellungnahme des Hauptfachausschusses und des Arbeitskreises ”Finan-

zierungsrechnung“ der Schmalenbach-Gesellschaft/Deutsche Gesellschaft für Betriebswirtschaft e.V.―

（Zeitschrift für betriebswirtschaftliche Forschung，第４７巻，１９９５年５月，４７６―４８２頁所収）４７６頁。

３６ Stellungnahme HFA1/1995（前掲），４７６頁。
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３７ Stellungnahme HFA1/1995（前掲），４７７頁。

３８ Stellungnahme HFA1/1995（前掲），４７７頁。

３９ Stellungnahme HFA1/1995（前掲），４７８―４７９頁。

４０ Stellungnahme HFA1/1995（前掲），４８１―４８２頁。

４１ IDW Rechnungslegungsstandard Hauptausschuß, Aufstellung des Lageberichts（Die Wirtschaft-

sprüfung，１９９８年第１５号，６５３―６６２頁所収），６５７頁。

４２ Coenenberg, Adolf G., Jahresabschluß und Jahresabschlußanalyse 第１７版，Lansberg/Lech２０００年，

６８８・６８９頁。

４３ Coenenberg, Adolf G., Jahresabschluß und Jahresabschlußanalyse 第１７版（前掲），６８９・６９０頁。

４４ 郡司健，「資金計算書とその現代会計的意義」『商学論集』〔大阪学院大学〕第１４巻第２号 １９８８年９月，

４７―７１頁所収），４８頁。

４５ Busse von Colbe, Walther, Kapital- und Finanzflußrechnung（前掲），８９２頁。

４６ 現時点では，ドイツの立法者あるいはドイツ会計基準設定委員会のような会計基準の設定者サイド，あ

るいは実際に年次決算書を作成する企業サイドにそのような思惑なり意図があったのか否かは定かではな

い。むしろ，この着想は，情報の発信者サイドの視点というよりは利用者サイドの視点に立つものであ

り，年次決算書の枠組みの中で，ある年度の開示情報からどのような情報が提供されているのかを考えて

みると，実際に作成され提示されている貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書，付属説明

書などの具体的な書類の全体の中からそのような情報を別途抽出することができるはずであるいうことを

意図している。したがって，「提示」という企業サイドを主体とする表現は必ずしも適切ではないかもし

れない。この場合の主体はどちらかといえば情報の利用者サイドである。なお，これは，年度内情報に限

定して，その範囲内での完結を意図したものであり，それ以前の情報等を補足・加味することを前提とし

ているわけではない。
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